
様式第1号（第3条関係）   

産業廃棄物保管施設届出書  

                                 年  月  日 

 大阪府知事 様 

届出者 

住所 

氏名 

（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 

電話番号 

 産業廃棄物の保管を行うので、大阪府循環型社会形成推進条例第17条第１項の規定により、関

係書類を添えて、次のとおり届け出ます。 

保 管 を 行 う 事 業 場 の 名 称 及 び 所 在 地 
名 称： 
 
所在地： 

保 管 を 行 う 事 業 場 の 敷 地 等 の 土 地 の 

所 有 者 の 氏 名 又 は 名 称 及 び 住 所 並 び に 

法 人 に あ っ て は 、 そ の 代 表 者 の 氏 名 

 

産

業

廃

棄

物

の

種

類

及

び

数

量

そ

の

他

産

業

保

管

の

方

法

に

関

す

る

事

項

保 管 の 目 的  

保管のための容器の使用の有無 有  ・  無 

保 管 の 積 み 上 げ 高 さ      ｍ以下 

産業廃棄物の種類ごとの保管の方法  

保 管 を 行 う 事 業 場 及 び 保 管 

の 用 に 供 す る 場 所 の 面 積 
保管を行う 事 業 場：       ㎡ 

保管の用に供する場所：       ㎡ 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律施

行令に規定する積替え及び保管に係る

基準に適合するために実施する環境の

保 全 の た め の 措 置 に 係 る 計 画 

別紙のとおり 

産
業
廃
棄
物
の
搬
入
に
関
す
る
事
項 

産業廃棄物の発生場所又は地域  

保管を行う事業場への搬入の方法  

搬 入 の 頻 度 及 び 量  

搬 入 を 行 う 時 間 帯  
 

 



 

廃

棄

物

の

保

管

に

関

す

る

計

画 

産
業
廃
棄
物
の
搬
出
に
関
す
る
事
項 

搬出先の氏名又は名称及び住所  

搬 出 の 方 法  

搬 出 の 頻 度 及 び 量  

搬 出 を 行 う 時 間 帯  

処

分

に

関

す

る

事

項

*1 

処 分 を 行 う 産 業 廃 棄 物 の 種 類 

ご と の 処 分 の 方 法 * 2 
 

処 分 の 頻 度 及 び 量  

一 日 あ た り の 処 理 能 力  

処 分 に 伴 い 発 生 す る 
産 業 廃 棄 物 等 の 搬 出 先 の 
氏 名 又 は 名 称 及 び 住 所 

 

条 例 第 2 0 条 第 １ 項 の 帳 簿 の 備 付 け 場 所  

届 出 者 が 営 む 事 業 の 種 別  

 

届出者が建設業の許可を受けた者である場合 
 

許可をした行

政 庁 の 名 称 
 

許 可 番 号  

届出者が解体工事業者の登録を受けた者である場合 
 

登録をした行

政 庁 の 名 称 
 

登 録 番 号  

 
届出者が産業廃棄物処理業の 
許 可 を 受 け た 者 で あ る 場 合 
 

許可をした行

政 庁 の 名 称 
 

許 可 番 号  

保 管 開 始 予 定 年 月 日 
平成   年   月   日 

 （廃止予定 平成  年  月  日） 

 

※事  務  処  理  欄  

備考 

１ 産業廃棄物の種類については、当該産業廃棄物に石綿含有産業廃棄物、水銀使用製品産業廃棄物又は水銀含有ばいじん等が含

まれる場合は、その旨を含む。 

２ *1の欄には、保管場所において処分を行う場合に限り記載すること。 

３ *2の欄には、２以上の産業廃棄物を処分する場合など、その記載事項のすべてを記載することができないときは、「別紙のと

おり」と記載し、別紙を添付すること。 

４ ※欄は記入しないこと。 
 

 



（別紙） 
 

○廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令に規定する積替え及び保管に係る基準に適合するために

実施する生活環境の保全のための措置に係る計画 

 

囲 い の 性 状 、 構 造 耐 力 性  

屋根等の飛散流出防止措置  

悪 臭 防 止 措 置  

汚 水 に よ る 汚 染 防 止 措 置  

ね ず み 、 害 虫 等 防 止 措 置  

そ の 他 保 管 施 設 の 

構 造 等 に 関 す る 事 項 
 

備考 

１ 記載に当たっては、できる限り図面、表等を利用することとし、かつ、当該施設の構造を明らかにする平面図、立面図、断

面図及び構造図等を含むこと。 

２ 各項目にその記載事項のすべてを記載することができないときは、その欄に「別紙のとおり」と記載し、別紙を添付するこ

と。 
 

 
 



様式第2号（第4条関係） 

 

産業廃棄物保管施設（変更・廃止）届出書  

                                 年  月  日 

 大阪府知事 様 

届出者 

住所 

氏名 

（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 

電話番号 

 産業廃棄物の保管に係る事項について（変更・廃止）が生じたので、大阪府循環型社会形成推

進条例第18条の規定により、関係書類を添えて、次のとおり届け出ます。 

産業廃棄物保管施設届出書の届出の年月日 年   月   日 

産業廃棄物保管施設届出書の受理番号                 号 

保管を行う事業場の名称及び所在地 
名 称： 
 
所在地： 

保管を行う事業場の敷地等の土地の 

所有者の氏名又は名称及び住所並びに 

法人にあっては、その代表者の氏名 

 

内                    容 

変   更   前 変   更   後 

  

備考 

１ 変更の場合、当該変更内容に関連する添付書類等は、届出当初に提出したものと同等のものを添付すること。 

  また、変更後欄に変更年月日を記入すること。 

２ 廃止の場合は、変更後欄に「廃止」と記入し、その年月日を記入すること。 

 

                        

 



様式第3号（第6条関係） 

受  理  書 

 

           第     号 

           年  月  日 

 

 

            様 

 

                           大阪府知事   

 

    年  月  日に次の届出書を受理しました。 

届 出 の 根 拠 

第17条      

大阪府循環型社会形成推進条例 

第18条      

届 出 の 内 容 
・産業廃棄物の保管の届出 

・氏名の変更等の届出 

備 考 

 

 

 

 

 

 

 
 

 



様式第4号(第10条関係)  

事  業  計  画  書 

 

    年  月  日  

 大阪府知事  様 

 

届出者 

住所 

氏名 

（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 

電話番号                   

 

大阪府循環型社会形成推進条例第30条第１項の規定により、次のとおり届け出ます。 

事

 
 

 

業

 
 

 

計

 
 

 

画

 

産業廃棄物処理施設の設置 

の場所 

 

計 画 地 
 

産業廃棄物処理施設の種類 

  

取り扱う産業廃棄物又は 

特別管理産業廃棄物の種類 

（当該産業廃棄物に石綿含有

産業廃棄物、水銀使用製品産

業廃棄物又は水銀含有ばいじん

等が含まれる場合は、その

旨を含む。）  

  

 

共

 

通

 

事

 

地 目 

  

用途地域 

  

周 辺 の 状 況 

  

本施設を設置するにあたり

必要な他法令許可や手続等 

  

  

廃棄物の処理及び清掃に関する 

法律施行令第７条の産業廃棄物の 

処理施設の該当状況 

該当する      該当しない 

 



 

の

 

概

 

要 

項 

廃
棄
物
の
流
れ 

排出事業者    収集運搬業者   処分業者   中間処理後の処理 

（名称・業種）                     又は再生先(中間処理) 

 

担当者 氏名 

    連絡先             電話番号          

積
替
保
管
施
設 

敷 地 面 積 公簿・実測         ｍ２ 保管最大 

高  さ 
    ｍ 

積 替 場 所 の 面 積  ｍ２ 
保管最大 

容  量 
ｍ３ 

保 管 場 所 の 面 積 ｍ２ 

施 設 の 概 要 
  

中

間

処

理

施

設 

敷 地 面 積 公簿・実測         ｍ２ 受入最大

容 量 
    ｔ・ｍ３ 

施 設 の 種 類 
  

処理能力   ｔ・ｍ３／日 

処 分 の 工 程 
  

最

終

処

分

場 

面 積 公簿・実測              ｍ２ 容 積       ｍ３ 

土 地 所 有 者 の 

住 所 及 び 氏 名 

  

 

申 請 地 番 
  

跡 地 の 利 用 計 画
  

事

業

の

概

要 

作
業
時
間
等 
作 業 の 時 間 帯 

  

休  業  日  等 
  

管

理

体

制 

組 織 
  

施設維持管理について  

（点検・検査・対処等） 

  

事故発生時の措置に

ついて 

  

関
係
地
域 

関 係 地 域 の 範 囲  

関係地域の設定の根拠  

事務所及び事業場の名称 所 在 地 電 話 番 号 

      

   

 



 

作業工程等 
  

 

生

活

環

境

の

保

全

の

た

め

の

措

置 

飛散及び流出防止措置     

悪臭発散防止措置     

騒音振動発生防止措置     

害虫等発生防止措置     

雨水流入防止措置     

粉塵等発生防止措置     

地下浸透防止措置     

汚水処理措置     

火災発生防止措置     

その他生活環境の保全

のための措置及びその

結果期待される効果 

   

 

 

 



様式第5号（第11条関係） 

 説  明  会  等  計  画  書 

 

    年  月  日  

 大阪府知事   様 

 

提出者 

住所 

氏名 

（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 

電話番号          

 

 大阪府循環型社会形成推進条例第31条の規定により、次のとおり提出します。  

 

 

 

産
業
廃
棄
物
処
理
施
設
の
概
要 

設置の場所 
  

種 類 
 

取り扱う産業廃棄物又は 

特別管理産業廃棄物の種類 

（当該産業廃棄物に石綿含

有産業廃棄物、水銀使用製

品産業廃棄物又は水銀含有

ばいじん等が含まれる場合

は、その旨を含む。） 

 

処理能力 
 

関
係
地
域 

関係地域の範囲 
  

関係地域の設定の根拠 
 

閲
覧
の
計
画 

閲覧の場所 
 

閲覧の期間及び時間 
 

閲覧の場所の周知方法 
 

説
明
会
の
開
催
の
計
画 

開催の日時 
 

開催の場所 
 

事業計画書提出者側の出席

予定者の人数 

提出者又はその代表者、役員、従業員等 
 

上記以外の関係者（        ） 
 

開催の周知方法 
 

意見書の提出の方法  

  

 



様式第6号（第14条関係） 

 

説 明 会 不 開 催 届 出 書 

 

    年  月  日  

 大阪府知事   様 

 

届出者 

住所 

氏名 

（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 

電話番号          

 

 説明会を開催しないので、大阪府循環型社会形成推進条例第35条第３項の規定により、次のとお

り届け出ます。 

 

産
業
廃
棄
物
処
理
施
設
の
概
要 

設置の場所 
  

種   類 
 

取り扱う産業廃棄物又は 

特別管理産業廃棄物の種類 

（当該産業廃棄物に石綿含有産

業廃棄物、水銀使用製品産業廃棄

物又は水銀含有ばいじん等が含ま

れる場合は、その旨を含む。） 

 

処理能力 

 

説明会を開催することができない理由  

事業計画書の内容を関係住民に周知す

る方法 
 

 

 



様式第7号（第15条関係） 

 

見   解   書 

 

    年  月  日  

            様 

 

住所 

氏名 

（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 

電話番号          

                                                         

 大阪府循環型社会形成推進条例第36条の規定により提出された意見書についての見解は、次のとお

りです。  

 

意見書に記載された意見の要旨  

意見書に記載された意見に対する見

解 
 

 

 



様式第8号（第16条関係） 

 

説  明  会  等  報  告  書 

 

    年  月  日 

 大阪府知事   様 

 

提出者 

住所 

氏名 

（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 

電話番号          

 

 大阪府循環型社会形成推進条例第38条の規定により、次のとおり提出します。  

産
業
廃
棄
物
処
理
施
設
の
概
要 

設置の場所 
  

種 類 
 

取り扱う産業廃棄物又は 

特別管理産業廃棄物の種類 

（当該産業廃棄物に石綿含有産業

廃棄物、水銀使用製品産業廃棄物

又は水銀含有ばいじん等が含まれ

る場合は、その旨を含む。） 

 

処理能力 
 

閲
覧
の
結
果 

閲覧の場所  

閲覧の期間及び時間 
 

閲覧の場所の周知方法 
 

閲覧を行った関係住民の人数 
 

説 
 
 

明 
 
 

会 

（
開
催
し
た
場
合
） 

開催の日時 
 

開催の場所  

事業計画書提出者側の出席者の

人数 

提出者又はその代表者、役員、従業員等  

上記以外の関係者（        ）  

開催の周知方法      

出席した関係住民の人数  

議事録 別紙のとおり 

   



 

の 
 
 
 

結 
 
 
 

果 

（
開
催
で
き
な
か
っ
た
場
合
） 

開催できなかった理由 

 

 

説明会に代わる事業計画書の周

知方法 

 

 

意見書の提出を受け付けた期間 ～ 

提出された意見書の総数  

関係住民の意見の要旨及びこれに対する

見解の要旨 
 

 

 



様式第9号(第18条関係) 

 

修 正 事 業 計 画 書  

 

    年  月  日 

 大阪府知事   様 

 

提出者 

住所 

氏名 

（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 

電話番号         

 

大阪府循環型社会形成推進条例第40条の規定により、次のとおり提出します。 

修 正 し た 内 容 

修正前 

修正後 

 

修

 
 

正

 
 

事

 
 

業

 

産業廃棄物処理施設の設 

置の場所 

 

計 画 地 
 

産業廃棄物処理施設の種類 
  

取り扱う産業廃棄物又は 

特別管理産業廃棄物の種類 

（当該産業廃棄物に石綿含有 

産業廃棄物、水銀使用製品 

産業廃棄物又は水銀含有ばい

じん等が含まれる場合は、そ

の旨を含む。） 

  
 

共

通

事

 

地 目 
  

用途地域 
  

周 辺 の 状 況 

  

本施設を設置するにあた

り必要な他法令許可や手

続等 

  

  

廃棄物の処理及び清掃に関する法

律施行令第7条の産業廃棄物の処

理施設の該当状況 

    該当する     該当しない 

 



 

 

計 
 
 
 

 

画 
 

 
 

 

の 
 
 
 

 

概 
 

 
 

 

要 

項 

廃
棄
物
の
流
れ 

排出事業者    収集運搬業者   処分業者   中間処理後の処理 

（名称・業種）                       又は再生先(中間処理)   

担当者 氏名 

    連絡先 
               電話番号 

積
替
保
管
施
設 

敷 地 面 積 公簿・実測         ｍ２ 
保管最大 

高  さ 
    ｍ 

積 替 場 所 の 面 積  ｍ２

保管最大 

容  量 
ｍ３

保 管 場 所 の 面 積 ｍ２

施 設 の 概 要 
  

中

間

処

理

施

設 

敷 地 面 積 公簿・実測         ｍ２ 
受入最大

容 量 
    ｔ・ｍ３

施 設 の 種 類 
  

処理能力   ｔ・ｍ３／日

処 分 の 工 程 
  

最

終

処

分

場 

面 積 公簿・実測        ｍ２ 容 積       ｍ３

土 地 所 有 者 の 

住 所 及 び 氏 名 

  

申 請 地 番 
  

跡 地 の 利 用 計 画
  

事

業

の

概

要 
作
業
時
間
等 

作 業 の 時 間 帯 
  

休  業  日  等 
  

管

理

体

制 

組 織 
  

施設維持管理について  

(点検・検査・対処等) 

  

事故発生時の措置につい

て 

  

関
係
地
域 

関 係 地 域 の 範 囲  

関係地域の設定の根拠  

事務所及び事業場の名称 所 在 地 電 話 番 号 

      

    

 



 

作 業 工 程 等 
  

 

生

活

環

境

の

保

全

の

た

め

の

措

置 

飛散及び流出防止措置     

悪臭発散防止措置     

騒音振動発生防止措置     

害虫等発生防止措置     

雨水流入防止措置     

粉塵等発生防止措置     

地下浸透防止措置     

汚水処理措置     

火災発生防止措置     

その他生活環境の保全

のための措置及びその

結果期待される効果 

   

 



様式第10号(第22条関係)           

事 業 計 画 書 変 更 届 出 書 

 

    年  月  日 

 大阪府知事  様 

 

届出者 

住所 

氏名 

（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 

電話番号           

 

     年 月 日付けで提出した事 業 計 画 書の内容に変更を生じたので、大阪府循環型

社会形成推進条例第45条第１項の規定により、次のとおり届け出ます。 

変 更 の 内 容 

変更前 

変更後 

 

事

 
 

業

 
 

計

 
 

画

 

産業廃棄物処理施設の設 

置の場所 

 

計 画 地 
 

産業廃棄物処理施設の種類 
  

取り扱う産業廃棄物又は 

特別管理産業廃棄物の種類 

（当該産業廃棄物に石綿含有 

産業廃棄物、水銀使用製品 

産業廃棄物又は水銀含有ばい

じん等が含まれる場合は、そ

の旨を含む。） 

  
 

共

通

事

 

地 目 
  

用途地域 
  

周 辺 の 状 況 

  

本施設を設置するにあた

り必要な他法令許可や手

続等 

  

  

廃棄物の処理及び清掃に関する法

律施行令第7条の産業廃棄物の処

理施設の該当状況 

該当する    該当しない 

 



 

の

 

概

 

要 

項 

廃
棄
物
の
流
れ 

排出事業者    収集運搬業者   処分業者   中間処理後の処理 

（名称・業種）                       又は再生先(中間処理) 

   

担当者 氏名 

    連絡先             電話番号          

積
替
保
管
施
設 

敷 地 面 積 公簿・実測         ｍ２ 
保管最大 

高  さ 
    ｍ 

積 替 場 所 の 面 積  ｍ２

保管最大 

容  量 
ｍ３

保 管 場 所 の 面 積 ｍ２

施 設 の 概 要 
  

中

間

処

理

施

設 

敷 地 面 積 公簿・実測        ｍ２  
受入最大

容 量 
    ｔ・ｍ３

施 設 の 種 類 
  

処理能力   ｔ・ｍ３／日

処 分 の 工 程 
  

最

終

処

分

場 

面 積 公簿・実測              ｍ２  容 積       ｍ３

土 地 所 有 者 の 

住 所 及 び 氏 名 

 

 

申 請 地 番 
  

跡 地 の 利 用 計 画
  

事

業

の

概

要 

作
業
時
間
等 
作 業 の 時 間 帯 

  

休  業  日  等 
  

管

理

体

制 

組 織 
  

施設維持管理について

(点検・検査・対処等) 

  

事故発生時の措置につ

いて 

  

関

係

地

域 

関 係 地 域 の 範 囲  

関係地域の設定の根拠  

事務所及び事業場の名称 所 在 地 電 話 番 号 

      

   

 



 

作 業 工 程 等 
  

 

生

活

環

境

の

保

全

の

た

め

の

措

置 

飛散及び流出防止措置     

悪臭発散防止措置     

騒音振動発生防止措置     

害虫等発生防止措置     

雨水流入防止措置     

粉塵等発生防止措置     

地下浸透防止措置     

汚水処理措置     

火災発生防止措置     

その他生活環境の保全

のための措置及びその

結果期待される効果 

   

 

 

 



様式第11号（第23条関係） 

説 明 会 等 計 画 書 変 更 届 出 書 

 

    年  月  日  

 大阪府知事  様 

 

届出者 

住所 

氏名 

（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 

電話番号          

 

    年 月 日付けで提出した説明会等計画書の内容に変更を生じたので、大阪府循環

型社会形成推進条例第46条第１項の規定により、次のとおり届け出ます。 

変 更 し た 内 容 

変更前 

変更後 
 

 

産
業
廃
棄
物
処
理
施
設
の
概
要 

設置の場所 
  

種 類 
 

取り扱う産業廃棄物又は 

特別管理産業廃棄物の種類 

（当該産業廃棄物に石綿含有産業

廃棄物、水銀使用製品産業廃棄物

又は水銀含有ばいじん等が含まれ

る場合は、その旨を含む。） 

 

処理能力 
 

関
係
地
域 

関係地域の範囲  

関係地域の設定の根拠  

閲
覧
の
計
画 

閲覧の場所                 

閲覧の期間及び時間 
 

閲覧の場所の周知方法 
  

説
明
会
の
開
催
の
計
画 

開催の日時 
   

開催の場所 
 

事業計画書提出者側の出席予定者

の人数 

提出者又はその代表者、役員、従業員等 

上記以外の関係者（        ）  

開催の周知方法  

意見書の提出の方法  
 

 



様式第12号(第24条関係)  

 

修 正 事 業 計 画 書 変 更 届 出 書 

     

  

    年  月  日 

 大阪府知事   様 

 

届出者 

住所 

氏名 

（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 

電話番号   

 

     年 月 日付けで提出した修正事業計画書の内容に変更を生じたので、大阪府循環

型社会形成推進条例第47条第１項の規定により、次のとおり届け出ます。 

変 更 の 内 容 

変更前 

変更後 
 

修

 
 

正

 
 

事

 
 

業

 

産業廃棄物処理施設の 

設置の場所 

 

計 画 地 
 

産業廃棄物処理施設の 

種類 

  

取り扱う産業廃棄物又は 

特別管理産業廃棄物の 

種類（当該産業廃棄物に  
石綿含有産業廃棄物、 

水銀使用製品産業廃棄物 

又は水銀含有ばいじん等が  
含まれる場合は、その旨

を含む。）  

  

 

共

通

事

 

地 目 
  

用途地域 
  

周 辺 の 状 況 
  

本施設を設置するにあた

り必要な他法令許可や手

続等 

  

  

廃棄物の処理及び清掃に関する法

律施行令第7条の産業廃棄物の処

理施設の該当状況 

     該当する      該当しない 

 



 

 
 
 

計 
  

 
 

画 
 
  

 

の 
 
 
 
 

概 
 
  

 

要 

項 

廃
棄
物
の
流
れ 

 排出事業者    収集運搬業者   処分業者  中間処理後の処理 

（名称・業種）                      又は再生先(中間処理) 

担当者 氏名 

    連絡先             電話番号          

積
替
保
管
施
設 

敷 地 面 積 公簿・実測            ｍ２ 保管最大 

高  さ 

 

    ｍ  

積 替 場 所 の 面 積  ｍ２

保管最大 

容  量 

 

ｍ３ 
保 管 場 所 の 面 積 ｍ２

施 設 の 概 要 
  

中

間

処

理

施

設 

敷 地 面 積 公簿・実測           ｍ２ 受入最大

容 量 

 

    ｔ・ｍ３ 

施 設 の 種 類 
  

処理能力   ｔ・ｍ３／日 

処 分 の 工 程 
  

最

終

処

分

場 

面 積 公簿・実測           ｍ２ 容 積       ｍ３

土 地 所 有 者 の 

住 所 及 び 氏 名 

  

 

申 請 地 番 
  

跡 地 の 利 用 計 画 
  

事

業

の

概

要 

作
業
時
間
等 

作 業 の 時 間 帯 
  

休 業 日 等 
  

管

理

体

制 

組 織 
  

施設維持管理について  

（点検・検査・対処等） 

  

事故発生時の措置につい

て 

  

関
係
地
域 

関 係 地 域 の 範 囲  

関係地域の設定の根拠  

事務所及び事業場の名称 所 在 地 電 話 番 号 

      

    



 

作 業 工 程 等 
  

 

生

活

環

境

の

保

全

の

た

め

の

措

置 

飛散及び流出防止措置     

悪臭発散防止措置     

騒音振動発生防止措置     

害虫等発生防止措置     

雨水流入防止措置     

粉塵等発生防止措置     

地下浸透防止措置     

汚水処理措置     

火災発生防止措置     

その他生活環境の保全

のための措置及びその

結果期待される効果 

   

 

 
 



様式第13号（第25条関係） 

事 業 計 画 廃 止 届 出 書 

 

    年  月  日  

 大阪府知事   様 

 

届出者 

住所 

氏名 

（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 

電話番号          

 

     年 月 日付けで提出した事業計画を廃止したいので、大阪府循環型社会形成推進

条例第48条第１項の規定により、次のとおり届け出ます。 

計
画
し
て
い
た
産
業
廃
棄
物
処
理
施
設
の
概
要 

設置の場所  

種 類  

取り扱う産業廃棄物又は 

特別管理産業廃棄物の種類 

（当該産業廃棄物に石綿含有産

業廃棄物、水銀使用製品産業廃棄

物又は水銀含有ばいじん等が含ま

れる場合は、その旨を含む。）  

 

処理能力  

廃止の理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



様式第14号（第28条関係） 

（表） 

 

第   号 

身  分  証  明  書 

 

 

所   属 

職   名 

氏   名 

生 年 月 日      年 月 日 

 

 上記の者は、大阪府循環型社会形成推進条例第52条第１項の規定による検査のための立入り

を行う職員であることを証明する。 

 

 

発行年月日      年 月 日 

有 効 期 限      年 月 日 

 

大 阪 府 知 事 印  

 

 

 

 

 

 

 

 

（裏） 

 

大阪府循環型社会形成推進条例（抜粋） 

 

 

（立入検査） 

第52条 知事は、第４章及び第５章の規定の施行に必要な限度において、その職員に、事業

者、産業廃棄物処理業者又は土地所有者等（以下これらを「被立入検査者」という。）の事務

所若しくは事業場又は産業廃棄物の不適正な処理に係る土地等に立ち入り、帳簿書類その他

の物件を検査させ、又は試験の用に供するのに必要な限度において産業廃棄物又はその疑い

のある物を無償で収去させることができる。 

２ 前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人に提示

しなければならない。 

 

 
 

 
 

９センチメートル 

６
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル

 


